
協 議 要 旨 

 

１ 開会 午後１時30分 

２ 市長あいさつ 

３ 協議 

（市長） 

会次第に則って進めます。 

 

(1)児童・生徒数の現状と推移について 

（市長） 

(1)児童・生徒数の現状と推移について、事務局、説明を。 

 

（教委総務課長） 

児童・生徒数と学級数の現状と将来推移については、平成28年５月１日現在、児童数が867

名、学級数が61学級、生徒数が452名、学級数が14学級となっており、平成28年５月１日現在

の修学前児童の数を基に平成34年までの市内小中学校の児童・生徒数、学級数のシミュレー

ションをすると、平成34年には、児童数が764人、学級数が49学級、生徒数が434人、学級数

が14学級となり、平成34年度には平成28年度と比較して約10パーセントの児童・生徒数の減

少が想定される。又、学級数については、榕城小学校が各学年２〜３学級、下西小学校が各

学年１学級を維持できるものの、他の８校については複式学級や１人学級が今後も続く状況

にある。 

なお、大字の学校については、子供のいる１世帯の異動により状況が大きく変わることが

あるため、学校の運営等について予断を許さない状況が発生することも考えられる。例えば、

現在、安城小学校が、児童数が６名、学級数が３学級で、平成34年には、児童数が12名、学

級数は変わらず３学級となっているが、このシミュレーションには、教職員や、つい最近安

城に転入された家庭の児童、修学前児童の数も含んでおり、こういう世帯が何らかの事情で

異動すると、将来の児童数、学級数が極端に変るという状況なので、注視をしていかなけれ

ばならないという状況にある。 

２番目に、小学校のあり方についての検討は、大字の小規模の学校については、世帯の異

動により極端に児童数、学級数が減ってしまうという状況があり、すぐにでも検討していか

なければならない。検討課題としては、現在の現状と課題の把握、教育環境の観点からの検

討、地域コミュニティの核としての学校の果たす役割の観点からの検討などがあり、こうい

ったものをまず、外部の委員を交えた検討会等を組織して検討していかなければならないと

考えている。又、ある一定の議論がなされたうえで、適正規模・適正配置の検討ということ

が急がれる。これについては、いきなり再編・統合を議論するのではなく、要検討基準（ガ

イドライン）を定めることがまず必要だと考えている。このガイドラインというのは、近隣

の学校と再編・統合の適否の検討を開始する、その基準となる学級数、児童数で、まずこの



基準を定める検討が必要だと考えている。こういった基準を設けたうえで、その基準に達し

た学校については、校区内に検討委員会を立ち上げるなどして、再編・統合の適否について

検討始めるということを考えている。 

 

（市長） 

事務局の児童生徒数の現状と推移について質疑等ありますか。 

 

（教育長） 

安城小学校について、担当課長からも説明があったが、転入された方が教頭先生家族と移

住された家族あわせて２家族あり、このままいくと３学級でしばらくは実施できる。平成26

年の段階のシミュレーションでは、もう28年から２学級になる予定だったが、教頭先生が子

供さんを２名同伴されたので３学級になっている。教頭先生の子供を除くと平成28年度から

４名で２学級だった。 

 

（市長） 

２名が教頭先生の子供さんで、移住者の方は？ 

 

（教育長） 

移住者の方の子供は１名が１年生で、他に未就学児が２名いる。 

 

（市長） 

下にもいるから、それが上がってくること。 

 

（教育長） 

はい。後、平成28年から30年までの児童数が、６名，６名，７名と推移しているが、標準

勤務年数でいけば平成29年度までは教頭が安城小に在籍するので６名の予定だが、平成26年

度に保護者・PTA の方、地区の方と色々話をする中で、当時まだ小学校に入っていない子供

たちの保護者の意向も確認したところ、ある程度の児童数がある学校で勉強をさせたいとい

う声もあった。だから場合によっては、未就学児うちの１名は安城小には入学せず、榕城に

引っ越しをすることも想定される。 

このままいけば、３学級が維持できるので、今すぐどうこうということではないが、課長

から先ほど説明があったように、いつどうなるかは不透明。移住をしてきた家族が引越しを

するとか、農業をするために移住をし、安城に土地を買って農業をしているようで、うまく

いけばいいが、いかずに引越しをするようなことがあれば、学級数を維持できないというこ

ともある。そういったことも考えたときに、小学校のあり方についての検討を始める必要が

ある。もちろん、いきなり学校統合とか再編とかではなく、今の状況はこうで、今後こうい

うふうになりそうだというようなこと、今地域の中で学校が果たしている役割はどういうこ

とがあるのかということ、そういうことを自由に意見交換しながら、子供がいなくなって２



学級、１学級、或いは学年１人になる時になって、バタバタ慌ててどうするかということを

考えるのでは無くて、ガイドラインというのを、例えば、今後の推移予測からこのままいく

と２年後に２学級になりそうだというときには、これは１つの例ですが、２年前に校区の中

に再編・統合検討委員会を作ってもらい、校区の中で色々、もちろん教育委員会も入り、検

討してもらい、このまま２学級或いは１学級のまま行く、又は、子供も非常に少なく、教育

的にも非常に難しい状況にあるから再編・統合した方がいい、というような方針を出しても

らい、それを教育委員会、市長部局のほうでどうするのかということを総合的に判断する。

そのための、ガイドライン、この学級数になりそうだったら、或いはこの人数に成ったら検

討を始めましょうというものが必要かなと考えている。あり方検討委員会でそういう検討を

してもらえればと思っている。 

 

（市長） 

あり方検討委員会は、もう立ち上がっている？ 

 

（教育長） 

いえ、まだ立ち上がっていない。 

担当課では課長同士で協議をしているところだが、具体的にはまだ。 

 

（教委総務課長） 

担当課レベルでは、行政経営課、地域支援課、教育委員会総務課で、あり方の検討委員会

を立上げる前の、庁内での情報共有という形で、会議を何回か開いているところ。 

 

（長田委員） 

ある程度余裕を持った対応をしないと、即その場ではなかなか、地域もそれこそ大変困惑

すると思う。 

 

（平川委員） 

立山小が休校しているということで、立山が学校がなくなって今現状どうなっているのか、

その辺のデータ等も調査の対象となるのでは。それを踏まえて安城をどうしようかというの

が形として１番いいのではないか。 

 

（教育長） 

現在鴻之峯小は閉校に、立山小は休校状態ですから、学校が地域からなくなった時に地域が

どうなっていくかというのは、そこを調査しながら情報収集するというのも一つのいい参考資

料になると思う。 

 

（長田委員） 

保護者がどう考えていくか、３人なら３人、４人なら４人残るとなった時にどう判断するか、



個々人を当たる必要があると思う。 

 

（教育長） 

その検討を始めるラインをどこで引くか、あり方検討委員会のなか決めていくことになる。 

あり方検討委員会の中で、児童が一人になっても学校を続けていくのでガイドラインは必要

ないという結論が出れば、それはそれで、もちろん市長部局と相談しながらやっていくし、又、

教育環境から見たときにそれは好ましくないから、地域もだけれども、この１人の子供をここ

に残していいのか、それはまずいとなれば、２学級になるのが見えてきたときに１年前、２年

前からどうするのかというのを校区の中で語ってもらう、そのための線を引いてもらえれば後

が動きやすい。校区の中で実際語ってみて、もちろん保護者も交えて、大丈夫これでいきます

という結論を出してもらえば、もちろんそのままということじゃありませんけど、それを受け

て教育委員会、市長部局と協議し、総合的に判断をして、いややっぱり統合しましょう、或い

は地域の核だから残さなければいけないとういうような判断をする、ということができる。 

 

（市長） 

このガイドラインというのは、ある学校を想定してじゃなくて、あり方として、まずガイド

ラインをつくるといことだと思うので、今少ない学校があって、そこの意見を聞くというので

はなく、全体のあり方として、そのガイドラインにその学校が当てはまるのか、そのためのガ

イドラインだという認識でいいか。 

 

（教育長） 

市全体としてのガイドラインで、ある特定の学校を想定してではない。今、安城が子供が少

ないが、場合によっては伊関がとか、他の学校でも可能性がある。市全体として、１つの例と

して、さっきから言っていますけど例として、２学級になりそうだというときには、何年か前

から校区の中でガイドライン沿って話を始める。そういうのをあり方検討委員会の中で、検討

してもらって、ガイドラインを作ってもらえば、と考えている。 

 

（長田委員） 

地域の活性化・あり方等から考えて一人でも残すという考え方もあるが、子供主体の教育

を考えると、複式学級、小規模校、単式学級、それぞれメリット・デメリットがあり、そこ

らからの観点も考える必要がある。県下でも地域においては小規模になるとどんどん統合を

していく地域もあるし、又２、３日前のテレビでは２、３人の子供で、再度開校して地域を

盛り立てているというところもあるし、そこらもあると思うが、教育委員としては子供主体

を考える。 

 

（圖師委員） 

小規模校を卒業した子どもたちの、中学校、高校、社会人になった時の様子なんかあれば、

地域の方たちと一緒に考えることができる。小さい学校で育った子が卒業して大きくなったと



きどういう社会人になっているかというのを真剣に考える必要があるのかなと思う。 

 

（長田委員） 

先般、いつでしたか南種子町さんも、もう統合はしないと、そして、デメリットの分を解消

していく、そこに力を入れていくんだというようなことを言っていた。あそこは、宇宙少年団

とか宇宙留学とか結構応募数があって、それなりに地元の子供たちが少なくても、外部の全国

の子供たちで成り立っていくということもあるみたいだけども。 

 

（市長） 

他にありませんか。 

 

（長田委員） 

あり方検討委員会の中でもんでもらうということでいいのではないでしょうか。 

 

（市長） 

検討委員会を立ち上げ、この話を含めて進めていくということで、特に異論はないですか？ 

 

（構成員） 

なし 

 

(2)教育施設の整備計画にについて 

（市長） 

次は、(2)教育施設の整備計画について 

 

（教委総務課長） 

教育施設の整備ということで、学校施設、社会教育施設の整備計画について、第５次の長

期振興計画で計画をしている事業について説明します。 

まず、学校施設については、西之表市内の小・中学校は、昭和40年代から50年代に整備を

された学校が大部分で、学校施設延べ面積で言いうと約34,779㎡を有しているが、そのうち

築年数が25年以上の学校が21,260㎡、全体の約６割を超えている。阪神淡路大震災以降、学

校等の耐震化の問題も推進されており、耐震化については進んでいるが、老朽化の対策につ

いてはなかなか、逆に遅れている状況である。平成３年に下西小学校を新しく建て替え、そ

の後住吉、榕城、伊関という順に建て替えを行っているが、下西小学校についても既に建て

替えから25年を経過しようとしており、外壁とか、校舎の床の摩耗とかが進んでいる状況で

ある。 

長期振興計画の実施計画事業として、計画の中に取り上げられている事業は、平成29年度

には、種子島中学校のトイレの改修、それと今申し上げた下西小学校の外壁の塗装、安納、

住吉小学校のトイレ改修を計画している。これまで色々改修工事を行っているが、まだトイ



レの水洗化・洋式化の問題が残っており、これを優先的に進めるとの考えで、平成29年度・

30年度にトイレの改修を入れている。 

それ以降も、小学校・中学校においては、施設の維持・改修については待ったなしの状況

があり、プール、グラウンド、最近では小学校の体育館の屋根の雨漏りとかも目立つように

なってきている。また、学校の特別室、教職員の教職員室の空調の整備といのも、西之表市

に限らず、他の地域でもでており、整備が進められているような状況もあるので、今後学校

施設の整備については、非常にやることが多いという状況にある。 

文部科学省から平成32年までに学校施設の長寿命化計画を策定するようにとの指導が来て

おり、平成29・30年あたりで西之表市でもその計画を策定しようと考えている。その中で、

残された施設整備についての洗い出しを行い、計画的に実施をしていくような形を考えてい

る。 

それから、先ほど出た、小学校のあり方の議論の結果によっては、いろいろ学校整備の問

題に大きくかかわってくるので、そのあり方の検討というのもできるだけ早期に対応してい

かないとと考えている。 

 

（社会教育課長） 

社会教育施設の整備計画について、社会教育課としては平成27年度に市民会館の改修を完

了しており、その後の計画としては、29年度に、天倫館（相撲道場）に長年手が入っておら

ず、老朽化しているので改修の計画を立てている。併せて、月窓亭の屋外トイレの整備工事

を地域振興の事業として6,272千円で計画している。このうち半分の3,136千円を県の補助で

行う計画である。 

また、30年度には市営プール、31年度には市営グラウンドの整備を計画している。市営グ

ラウンドについては20,000千円を計上しているが、現在の計画では、外周のウォーキングを

している部分について、ここの全天候型が古くなっており、その取換え工事を予定している。

32年については市営球場の整備を行う予定である。 

今後この他に見込まれる事業として、相当古くなっている種子島開発総合センターのリニ

ューアル事業、それとソフトボール場、テニスコートの整備、これはあっぽ～らんどへのス

ポーツ施設整備ということで建設課との連携し、ソフトボール場の２面、テニスコートの６

面で、だいたい概算288,000千円ぐらいの計画。他に勤労青少年ホームの補修整備ということ

で、これまで色々と協議を進めてきたが、29年度に計画の策定をするということで、社会教

育課での方針としては、下にある城が浜の海岸公園との併せての活用ということと、青少年

を対象とした宿泊施設及び近隣には市営グラウンド、市営プール、市民体育館という施設も

あるので、それとの動線を含めての検討をしていくとの計画を立てている状況である。 

 

（市長） 

学校施設、社会教育施設の整備等について、質疑等ありませんか。 

 

 



（市長） 

種子島中学校のトイレ改修は29年・30年、２年にわたる事業？ 

 

（教育長） 

トイレの箇所が全部で８か所あり、一気にやるのではなくて２か年に分けてということ。

全部で60,000千円ぐらいかかる。 

 

（長田委員） 

種子島中学校の整備がたくさん出ているようだが。 

 

（教育長） 

種子島中学校は、トイレを急いでやらないと、今冬場だからそんなに匂いはしないが、夏

場はかなりのにおいがする。 

 

（市長） 

水洗ではないのか？ 

 

（教育長） 

水洗だが、１ヶ所については、１階と２階にトイレがあり、詰まるというようなことはな

いが、においが２階へ逆流をするというような状況。洋式も１ヶ所ぐらいしかなく、洋式化

も必要。とにかく匂い対策が急いで必要。 

 

（市長） 

プールの改修も多いようだが。 

 

（教育長） 

プールについては、種子中のプールは高校生用で少し深く、中学生向きではないこと、古

田小のプールは川の水を引いてきており、ろ過もしているが、機械でのろ過ではなく砂を通

してろ過をしていて、毎年水質検査で引っかかるような状況。 

 

（長田委員） 

古田小は雨降りには、シャットアウトしないと濁るような状況。 

 

（市長） 

住吉も川の水でポンプの取換えをしたのではなかったか？ 

 

（教育長） 

住吉も川の水。 



（教総務課長補佐） 

住吉はポンプが故障したが、取替えではなく修繕で対応した。住吉小学校は川からのポン

プアップの部分の他に、プールまで上水道が来ているので、今後はポンプが悪くなったら、

上水をプールの水として使う計画。今は両方使える状態である。 

 

（教育長） 

今年修繕を行っているのは、現和？ 

 

（教委総務課長） 

現在、現和の修繕を行っている。 

 

（教育長） 

ポンプの部分、ろ過機の部分？ 

 

（教委総務課長） 

ろ過機の部分だが、プールの外壁の部分の色落ちがあり、ガサガサして危険な状態で、塗

装をしっかりしないといけない状態である。 

 

（教育長） 

古田小のプールは水漏れも心配。川の水を引いているので、水道料金への影響とかはない

が。榕城小のプールは、プールそのものは大丈夫だが、ペンキがはがれてしまっている。 

 

（平川委員） 

社会教育施設は島内だけでなく、島外の需要も考えた仕組みで造っていくという考えか？

合宿への対応とかいうことも考えて。 

 

（社会教育課長） 

ソフトボール場とかについては、島外の試合を誘致するとかいうことも考えている。 

 

（平川委員） 

合宿を考えるのであれば、プールだったら全身運動、競技場だったら走る運動、体育館だ

ったら雨の日にやる運動とかだが、少し足りないのがウェイトトレーニング施設だと思う。

合宿を考えるのだったら。青少年ホームの整備をするというのであれば、そこに組み込んで

もいいんではないかなと、アイデアとして。近隣施設と連携していい合宿施設ができるので

はないかと。 

 

（社会教育課長） 

今度東京オリンピックが開催され、サーフィンについて、事前合宿を１市２町でという考



えもある。その中で何が必要かとなった時、海はあるけれども、やはり委員が言われたよう

に、トレーニング施設が必要だということで、今市民体育館にトレーニング施設があるが、

あれではまだまだ不十分なので、器具の整備等を現在検討中である。 

 

（市長） 

勤労青少年ホームにそれを整備しようと思ったらできるのか？ 

 

（社会教育課長） 

勤労青少年ホームは、その器具の設置とかいうのではなく、宿泊設備としての整備という

ことで、委員のいうようなトレーニング施設というのは、置けないことはないが、研修施設

という部分なので、そこを前面に進めていこうと考えている。トレーニング施設は体育館に

充実させていくという方針。 

 

（平川委員） 

合宿というのは、トレーニング施設等の充実したところを選んで来るので、そういうのが

重要になってくると・・ 

 

（社会教育課長） 

合宿をするためだけの青少年ホームではなく、子供たちの自然体験だとか、そういう研修

を併せての研修センターということで考えている。 

 

（久留委員） 

平成32年度の種子島中学校の空調施設整備は、まあ必要だから掲げてあると思うが、普通

教室を全部空調整備するのか。 

 

（教委総務課長） 

そういう計画になっている。 

 

（久留委員） 

学校から要望が出ているのか。 

 

（教委総務課長） 

出ている。 

 

（久留委員） 

窓を開けても暑いのか、教室は？ 

 

 



（教育長） 

相当暑い。 

 

（市長） 

委員の皆さんから、他にご意見は。 

 

（教育長） 

大きな予算を伴う部分なので、年次的、計画的に、財政の部分で配慮をお願いしたい。 

 

（市長） 

今後の市営グラウンドのトラックの全天候型化については？ 

 

（教育長） 

億単位の予算になる。 

 

（社会教育課長） 

２億ぐらいかかる。 

 

（市長） 

いろんな補助とかもあるので、長期で見ればそれも課題。町のスポーツのシンボルとして。

今後見込まれる事業として入ってもいいのではないか。 

 

（社会教育課長） 

せっかくやるとしたら、トラックの全天候型化に加えて、管理棟部分、音響施設等も含め

ての整備が必要じゃないかなと考える。市民体育祭でも、音が悪いとか聞こえないとかの声

もあるので。 

 

 

(3)児童生徒の学力向上について 

（市長） 

次は、(3)児童生徒の学力向上について 

 

（学校教育課長） 

学力向上に係る現状と対応については、鹿児島学習定着度調査、全国学力・学習状況調査

の過去５年間のデータからの分析として、小学校については、全国平均・県平均と比して学

力の上昇傾向が顕著にみられる。中学校については、小学校に比べるとまだこれからという

部分があるが、過去５年の流れを見ると、上がったり、下がったりしているけれども、じわ

じわと上昇傾向を見せているというふうに捉えている。 



我々学校教育課の方としても、こういった実態を踏まえながら、各種取り組みを進めてき

ている。特に今年度は、複式学級設置校８校による２日間の合同授業、西之表市小学校集合

学習を実施した。これは、小規模校は、当然きめ細かな指導が受けられるメリットがあり、

そういったメリットから学力が非常に伸びるケースがあるけれども、デメリットとしては、

集団の中で練り上げていく学習がなかなかやろうと思ってもやりにくい。そういった経験も

中学校に上がる移行措置としては必要であろうとういこと、そういう経験をさせたいとうこ

とで実施した。こういった、状況の分析を踏まえた様々な取組みを例年組み入れながら取り

組んでいるところである。その中で今後の課題として、小学校高学年から中学校１年生時に

かけての学力向上に関する適切な移行を支援していく、対策をとっていくということ。それ

から全小・中学校の共通理解に基づいた望ましい学習習慣の確立を行っていくこと。特に中

学校に上がってから学業に苦しんでいるという生徒も出てくるので、そういった部分を少し

でもなくしていく取組みを、小・中・高連携しながら進めていきたいと考えている。 

 

（市長） 

学力向上についての現状と対応について、質疑等ありますか。 

 

（長田委員） 

この経過については、説明も聞き、結果も見せてもらって、着実に向上しつつあると、教

育委員会としても学校現場でも色々と取り組んでいるので、今の調子で頑張ってほしいと思

う。 

 

（教育長） 

今年から説明にもあったように、複式学級のある８校を４校ずつに分けて、国上小・現和

小において、単式の授業を子供たちに２日間行った。各校複式でやっていたのを、４校集ま

れば単式の授業ができるので。集合学習と言っているのですが、次年度以降も続けていく予

定。複式校はメリットもいっぱいあるが、デメリットの部分が、集団の中での学習活動がで

きないということで、そのデメリットを克服する１つの方策として、この集合学習を今年か

ら取り組んだ。子供たちにも、先生たちにも、非常に評判が良かった。 

 

（長田委員） 

それと、社会教育でも中１ギャップのために、まなびー隊ですかね、ああいった体験学習

を取り入れて、榕城小が中心だったけれども、他の小学校も参加して、お互いに６年生同士、

集団学習をしながら溶け込んでいく、非常にいいことだと思う。これもどんどん進めてほし

い。 

 

（教育長） 

小学生の体験学習ですね。キャンプをしたりして。熊毛支庁からの支援もあり、かんぱち

の押しずしを作ったりして、これも非常に評判が良かった。全部で70人ぐらい参加で、２回



に分けて行った。 

 

(4)いじめ問題について 

（市長） 

次は、(4)いじめ問題について 

 

（学校教育課長） 

本市におけるいじめの認知件数、学校の方がこれはいじめだという形でカウントしたのが、

学校教育課の方にあがってきますが、その、認知件数の状況は、平成23年度、小学校０件、

中学校４件、平成24年度、小学校４件、中学校５件、平成25年度、小学校３件、中学校４件、

平成26年度、小学校２件、中学校２件、平成27年度、小学校14件、中学校27件と推移してい

る。27年度が突出して増加しているが、これは国の方も、県の方も、いじめというのは深刻

化してからでは遅く、その前に１件でも早く早期発見をして対応することが大事であるとい

うことから、学校の方に指導をかけ、27年度においては特に繰り返しアンケート調査等を行

っていきた結果、このような数が上がったということになっている。平成28年度についての

４月から11月の認知件数は、小学校２件、中学校３件、計５件となっている。 

今後も重大事態に発展する前に手を打つ、そういうことを学校にも強く指導徹底して、重

大事態の未然防止を図ってまいりたいと考えている。 

 

（市長） 

いじめ問題について質疑等ありますか。 

 

（市長） 

27年の突出した理由について、もうちょっと詳しく説明してほしい。 

 

（学校教育課長） 

今まで、学校のほうも、これは報告しないといけないだろうというケースを報告するとい

った傾向にあったが、それは逆にだめで、訴えがあったり、教師が、又は学校が把握したり

した件数は全てあげなさいという指導が強く打ち出されたのが平成27年度で、様々なニュー

スでも報道された事故が、ひとつはきっかけになっていたかと思う。 

 

（市長） 

早い対応が求められてきた結果ということ。 

 

（教育長） 

本人が私はいじめられていると訴えがあったら、学校はそれをいじめと捉えて、適切に対

応しなさい、学校は積極的に認知をして、この件はいじめだと認知して早めに対応しなさい

という指導があった関係で、この年はぐっと全国的に上がった。 



本年度今のところ深刻な問題になるような件は発生していないが、５件は認知している。 

 

（長田委員） 

いじめとは別ですがいいでしょうか。 

不登校関係で、３年前は６月現在で10人ぐらいだったが、平成28年３月は26名になってい

る３年前と比して16名の増。だんだん不登校生が増えている。しかも大字が増えている。こ

れは今後協議会でも検討が必要だと考える。 

 

(5)その他 

（市長） 

(5)その他について 

 

（構成員） 

なし 

 

（事務局） 

なし 

 

４ 閉会 午後２時35分 

 


